「平成２３年度長野県選出国会議員との農政懇談会」の概要
【５区：１２月１０日（土）松川町】

１　開会・進行　　　農業会議　宮島事務局長
２　主催者あいさつ　農業会議　石田会長
要請書の手交　　

３　国会議員あいさつ
①衆議院議員　加藤学　氏
　・ＴＰＰについては、事前協議であり、勇気を持って撤退することもある。
　・原発による牛肉被害があり、賠償が早くできるよう働きかけていく。
　・24年度予算の概算要求が出ているが、鳥獣被害対策113億円は確保したい。
　②参議院議員　吉田博美　氏

　・現場の声をいかに国政に反映させるか。本日は大事な会議。農業問題に30年間取り組んできた。
　・規制改革の中で、農業委員会の見直しが出ているが、現場のことを理解していない。
　・食料の安全保障・食料確保が一番大事。
４　懇談

テーマ１「ＴＰＰ交渉について」
（伊那市　田中会長）

・農業委員会系統組織は、農業の再生と震災の復興を最優先し、実効性のある施策強化を切望している。

　ＴＰＰ交渉については、情報開示と国民的議論がなく、国益となるか判断できない。東日本大震災と原発

　事故の復旧復興に取り組む農業者の意欲と逆行している。ＴＰＰと農業農村振興は両立できない。以上の

　理由から、日本農業の崩壊を招くＴＰＰ交渉への参加撤回を強く求める。水がないと農業はできない。土

　地改良区の崩壊により、食料供給できなくなる恐れがある。
・３点聞きたい。①ＴＰＰを慎重に考える会の活動、②参加阻止できるのか、③国会批准に反対できるのか。
（加藤議員コメント）

・①について、ＴＰＰを慎重に考える会では、いま情報収集しており、国民運動につなげていく。②につい

　ては、いま事前協議であり、交渉のテーブルにも着かしてもらえない。日本は、到底受け入れられるもの
　でないことが次第に分かってくる。今後、日本として、譲れるもの、譲れないものを交渉でやっていく。
　今後のアメリカ等との事前協議の中で、国民に情報を提示していく。民主党･自民党も半分は反対している。
　国益につながらないことが分かれば、撤回することを期待している。③については、国会承認が必要なた

　め、反対を下せるか、国際世論が非常に危険。押し切られる危険性があるので活動していく。
（吉田議員コメント）

・私は、ＴＰＰ断固阻止する会に入っている。自民党では９割が反対。安直な妥協は許されない。米国共和
　党に働きかけている。Ｐ４は小さな国でつくった。90数％ＧＤＰは、アメリカと日本が占める。一番は、

　ＢＳＥの肉が問題。橋本内閣の時、大店法を改正しろと言った。ＴＰＰを進めた場合、大変なことになる。
　日本が壊れてしまう。絶対阻止に取り組んでいる。韓国の状況を見たときに、農業でなく、病院を建てて

　自由診療にしろと言っている。世界制覇のための米韓ＦＴＡになっている。

（松川町　宮沢会長）

・ＴＰＰは少し遠い話と思う。離農する人は，農地を売買する。農地を買えないから価格が低くなる。貸し

　てしまえば売れない。農地の貸し渋りにより遊休農地になる。
・農地は減価償却できないので、低資産税で税金を安くしてもらえば、農地流動化が進むのではないか。

・農業者年金について、息子の嫁が政策支援の対象にならないので、補助対象を広げて欲しい。

（吉田議員コメント）

・年金については、意見として承る。税制の大きな問題なので参考にしたい。
（加藤議員コメント）

・抜本的な改革が必要だと思う。

テーマ３「食と農林漁業の再生について」

（飯田市　中山会長）

・改正農地法の施行に伴い、農業委員会の業務量が増加しているので、農業委員会の事務局体制の強化と活

　動予算の拡充を強く要請します。
・食と農林漁業の基本方針にあるような20～30haは、伊那谷ではやっていけない。大きな農業ばかりが良い

　わけではない。
・獣害対策用の防護柵を国庫補助受けて13㎞張った。お陰でシカが出なくなった。防護柵をたくさんできる

　ように地元負担をなくして欲しい。

（加藤議員コメント）

・土地の買い手がいない現状を踏まえ、税制･金融面の支援を検討したい。24年度８千億円戸別補償要求中。
　対象作物も増やし、規模拡大加算など集約の後押しできる支援とした。平地で20～30haの基本方針は、全

　体的な大きな目標･方向性。できるだけきめ細かく地域の状況あるので、切り捨てでなく全体フォローでき

　る仕組みとしたい。
・鳥獣害については、地元負担が半分ある。どのように考えるか。個体を減らす。狩猟者が減ってきている

　ので、講習会や技能について検討始めた。予算は、地元アイディアや提案出せば交付金付く。意欲・知恵

　ある人が損しないようにしたい。
・農業委員会の負担が改正農地法で増えたので、適した人材確保のために検討していく。一分の仕分け人の

　意見で、政府の意見ではない。
（吉田議員コメント）

・宮沢会長さんの農地流動化について、経費に参入できるか大きなポイント。フランスで同じ取組をやって
　いる。平均耕作が15haから今50ha。担い手確保して125％食料自給率を確保している。
・農業委員の定数割れあり、仕事量が増えているので、今後考えていかないといけない。

・唐突に出たが20～30haは、徹底して税制の中でやっていかないといけない。

・鳥獣害は、昨年100億円超えた中でやってもらいありがたかった。個体数調整が大事。自民党が４年前に

　提案し新たな法律できた。日没に狩猟やっていけないことを改正したい。警察庁が反対しているが、緩や

　かにやっていかないといけない。狩猟者が53万人から14万人と３割になっている。
テーマ２「原発事故に伴う農業被害対策について」

（伊那市　田中会長）

・長野県もぜひ損害賠償の対象に加えていただきたい。

・風評被害も含めて農産物の生産・販売に係る全ての損害を補償するよう強く要請します。

・消費者の不安を払拭する対策と効果的な消費拡大対策などあらゆる措置を講ずるよう強く求めます。
・補償のない産業は成り立たない。国民生活を考えるとまずい事業。暴走すると手が付けられない。推進は
　慎重に考えて欲しい。政府、マスメディアは、これまで安全だと推進してきた。全て制御できると言われ

　てきた。ＴＰＰも同じ。マスコミが伏せているのか分からないが。正しい情報を届けて欲しい。
（吉田議員コメント）

・原発について，菅さんを徹底的に避難してきたが、自民党が進めてきたため、責任を政府与党のせいにし

　ないで、反省してお詫びする。情報は国民に明らかに示すべき。我々の反省点であり、一緒にやっていき

　たい。牛肉価格が下落し、風評被害はしっかりやりたいが、因果関係が非常に難しい。
（加藤議員コメント）

・長野県は、放射能が出ていないため対象とされていない。指針の中に（長野県が）漏れているが、被害が

　出ていれば、証明は大変だが訴えることは可能。対象から外れたわけでない。協議会をつくって賠償して
　いく。今後も検査体制・情報公開の仕方を検討し、詳しい情報を提供したい。原発に不信があり、議論し

　直す。もんじゅも止める方向。原発制御できるよう技術革新していくべき。電力の主力だが、できるだけ

　頼らず減らしていく。マスコミに騙されてきた。一層、情報公開していきたい。
（吉田議員コメント）

・ＦＥＣの時代。Ｆ：フード（食料）、Ｅ：エナジー（エネルギー）、Ｃ：ケア（介護）。いかに克服するか。

　食料がいかに必要か。
（南箕輪村　唐澤農政部会長）

・農政のキーワードは、①百姓は生かさず殺さず。食料生産はこれからも続く。②猫の目農政。政界が変わ

　るたびにしょうがない。工業は、政治がなくても切り開いていけるが、農業は一人ではできない。集落な

　どが必要。国家観の中で農業をどう据えるか。一村一農場を進めてきたが、政権が変わるので怖くて進め

　られなかった。
（吉田議員コメント）

・党派を超えて、参院の在り方、あるべき姿を考えていく。互いに歩み寄れる所は、歩み寄って進めていく

　べき。直払いは、日本15％、欧州90％。農家が安心してできるようにしていかないと明日の農業はない。

（宮田村　小林会長）

・お願い。地域農業マスタープランを作れと言われている。一村一農場を進めてきたため、戸別補償は足並

　みが乱れる。伊那谷では、やっても10ha。作ったが売れないため、６次産業化にも支援をお願いしたい。
（加藤議員コメント）

・農業の大規模化・集約化は、大きな問題。提言が出されている。農業は、地域の視点からも大事。地域の

　現状を踏まえ、就農支援事業150億円で、５年間に150万円付けていく。この制度が10年20年続くよう

　党派を超えてやっていきたい。

５　閉会　農業会議　石田会長

